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１  はじめに 

当事業所「ＣＤＰフロンティア株式会社」は「シーデー

ピージャパン株式会社」（以下「本体」という。）が設立し

た特例子会社である。設立は 2013 年と歴史は浅いが、障

害者の雇用促進をめざし本体の経営理念である「雇用創造」

の理念を基本に「農業と福祉の融合」を目指して新設した。

当事業所で就労する障がい者は、社員に加え当社で運営し

ている「さくらきのこ倶楽部」「大谷いちご倶楽部」の農

業に従事している障がい者の従業員と「ディンクル就職支

援センター」（以下「施設」という。）で就労移行支援事業

の従業員及び就労移行事業の利用者から構成され、現在合

わせて約51名が就労している。 

 

２  ＣＤＰフロンティア株式会社の目指す姿と役割 

当社では、通常の特例子会社が業務とする「書類整理」

「清掃」等の業務が当社では切り出したとしても障がい者

を雇用する人員が少ないことから、本体の本業の総合人材

サービス事業とは別な事業を模索し、次の観点から事業の

選択をした。 

イ 障がい者の雇用に特化できるか 

 人的作業が多く雇用人員が必要な業種 

ロ 障がい者の其々の特性を生かすことが出来る業種 

  それぞれの障がいがあっても出来る仕事があるか 

ハ 逆に障がいが有っても頑張れば仕事として成り立つか 

  健常者であっても、現実には頑張ってこなしているの

が仕事であり、現状の社会では「障がい者」だから

の仕事が多いが、障がい者自身がそれを望んでいる

部分と多くの場合は仕事場・会社・社会で自分が如

何に必要とされ貢献しているかを望んでいる部分も

ある。 

以上の事を加味して、現状で精神障害者の雇用があま

り進んでいないことも加味して自然に接することが出来

(リハビリティションの一環)、後継者不足で労働者不足

である農業に着目した。 

当初は、「障がい者による障がい者の育成」と独立採算

をモットーに農業生産物での「ブランド力強化！」により

売り上げの向上を目指し「品質向上」を軸に一人でも多く

の障がい者が自信と誇りを持って就労できるように取り組

んできた。     

さらには自ら指導者になり、「自分の給与は自分で稼ぐ

「風土」を実践し、企業として自立した運営を目指してき

た。加えて特例子会社として（①それぞれの得意な分野に

専念する、②就労移行支援従業員も農業で就労する、とい

う２点から構成される）を構築し障がい者の就労と自立を

支援してきた。ここではこの協力関係にもふれながら、障

がい者の自立にむけた取組みを紹介し、直面している課題

を挙げる。 

特に特例子会社は「障がい者雇用率への貢献」が着目さ

れがちであるが、まずは障がい者雇用であれ営利法人であ

る以上「企業」として成果が求められる。障がい者が就労

するだけで成果に結び付くものではなく、如何に事業とし

て利益を確保し、健全な経営基盤の確保をすることが、障

がい者の雇用促進、安定につながると考えてきた。 

また、そのためには如何に品質の良い農産物を作ること

ができ、それが市場で評価されるかが重要になる。そのた

めには、障がい者が如何に生産物の品質基準と作業が通常

の農業生産物として市場の要求に応えられるか！障がい者

個人の特性に合った工程を作ることが生産量と品質にかか

わってくる。 

具体的には、 

① 障がい者自身が安定して会社への貢献度を感じる 

障害の特性と程度に合わせた、個人ごとの作業の標準化

及び勤務形態による個人の意識としての達成感を共有す

る。 

② 品質の明確化 

 農業生産物は販売業者（取引先）により規格が異なる。

取引先の規格を守って出荷するため、障害特性により規

格のズレが発生しない工夫とチームによる規格の確認作

業の実施による品質の向上 

③ 品質実績の向上と納期遵守により信頼を確立する 

農業生産物は、毎日生産量も品質も異なることが起きる

が取引先への納品量・規格は変更ができないため農業生

産物でありながら計画的な品質・生産・供給をしていか

なくては信頼を勝ち得ない 

④ 信頼により受注を継続し、できればさらに受注する 

農業生産物であっても取引先の要望に沿える商品づくり

をすることによる、受注の安定化による健全な事業体質

を構築するよう取り組んできた。 

障がい者・健常者の垣根を越え成果を達成する事で
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の個人の成長を図り、次の目標にチャレンジする心と自立

の精神を育むよう図ってきた。通常の農業者と比較すれば、

経験と知識の深さ、日々の農業に係わる時間等には差があ

るが、当社の運営している農業事業の範囲内で品質の向上、

顧客の要望に応えることを第一と考えてきた。 

この過程のなかで生産・販売に関する業務に専念し、

「障がい者の心の面の支援」は施設に任せてきた。又就労

移行事業の従業員も敢えて「ＣＤＰフロンティア株式会社」

の組織の中で就労し業務上の指示を一にする従業員として

位置づけＯＪＴ・ＯＦＦＪＴによる育成に取り組んできた。 

 

３ ディンクル就職支援センター（「施設」）の役割 

就労し成果をだす為には「障がい者」に関する知見によ

る支援が不可欠である。「さくらきのこ倶楽部」「大谷いち

ご倶楽部」で障がい者が農業生産に集中するためのフォ

ローに取り組んできた。 

具体的には、 

① 就労可能な人財の確保 

② 職業人としての教育 

③ 福祉サービスの一環である「個別支援計画」と職場評

価との融合による育成 

④ 特例子会社の社員も対象とした、精神衛生管理 

⑤ 業務外での生きがいの提供 

⑥ 本体とのイベントへの参加等での社会との関わりあい

の提供 

企業の利益確保の課題は「ＣＤＰフロンティア株式会社

の農業部門」に任せ、これらを担い、「ディンクル就職支

援センター」で就労する社員、従業員、利用者全員が本来

の能力を発揮できるよう支援すると同時に健康で活き活き

と、少しでも長く就労できるよう活動してきた。 

「施設」の目指す姿の実現に貢献すべく①②については

障がい者を特別視しない基準を設け選抜、育成してきた。 

一般就労促進も施設の役割であり、心身ともに健全で業

務でも社会的にも真面目な従業員を、就労移行から社員登

用(「当社」への Step Up)すべく、ＯＪＴでの育成を通じ

て両社協力して取り組んできた。 

2016 度からは新人の「ＣＤＰフロンティア株式会社」

への計画的な社員登用を前提にした就労移行事業も開始し

ている。 

 

４  結果 

障がい者自身の努力、関連者による支援、「施設」との

協力関係により、時間をかけながらも目指す姿の実現に向

け活動してきた結果、現状以下の状況となっている。 

(1)自立した運営にむけて 

① 「さくらきのこ倶楽部」「大谷いちご倶楽部」の設立 

② 「各部門の障がい者枠」の向上 

③ 農業生産に関する間接部門も障がい者が担当 

④ 「本体」からの業務の移行の受け入れ開始 ストレス

チェック表の集計等 

⑤ 利益確保の目標設定 

(2)ステップ アップ（Step Up） 

① 就労移行事業から「ＣＤＰフロンティア株式会社」の

Step 

② 農業から「ディンクル就職支援センター」へのStep 

③ 就労継続支援Ｂ型から就労移行支援へのStep  

④ 就労移行支援から障がい者枠での就職 

 

５ 課題とまとめ 

取組みの中である程度の成果がだせた一方、今後の課題

を解決するためにも「障がい者雇用」の促進という特例子

会社の使命にプラス、本体の高齢化による定年後の再就職

先の確保という使命も当社には課題としてあげられるよう

になっている。先に述べた「さくらきのこ倶楽部」「大谷

いちご倶楽部」においても 60 歳以上の高齢者の雇用を今

年度３名採用し内１名は本体の定年退職者を採用している。

高齢者の採用に合わせた障がい者の占有率の向上と雇用の

確保の為に更なる売り上げ向上を図る事業計画の立案が必

要となってきている。 

ただし、高齢者の採用は良い部分がある。障がい者を温

かい目で見て、お互いの欠けている部分を補うことが出来

てきていることだ。今後の社会のあるべき形を当社におい

て実践できることを期待されたい。 

 

【連絡先】 

 菊元 功 

 ＣＤＰフロンティア株式会社 

 ℡：028-651-6123 

 e-mail:kikumoto.i@cdpjp.com 
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農業分野における障がい者就労 

－就労継続支援Ｂ型事業所の工賃向上に向けた取り組み事例－ 
 

福間 隆康（高知県立大学 専任講師） 
 

１ はじめに 

わが国の農業は担い手が不足しており、障がい者を受け

入れる余地が十分にある。しかしながら、農業には季節性

や事業所規模が小さいなど、障がい者の就労促進への制約

が少なくない。障がい者の就労を促進するためには、両者

の期待と現実とのギャップを埋める必要がある。そこで本

研究では、農業分野へ進出した就労継続支援Ｂ型事業所を

調査し、収益を生み出す仕組みを明らかにすることを目的

とする。 

障がい者が参画し、事業として成り立つユニバーサル就

農モデルを明らかにすることにより、障がいの有無等にか

かわりなく、誰もが支えあい自立して暮らせる共生社会の

実現に寄与することになるであろう。 

 

２ 調査対象と方法 

本研究は、農業分野における就労継続支援Ｂ型事業所の

工賃向上に向けた取り組みを検証するため、社会福祉法人

Ｅ．Ｇ．Ｆを対象にインタビュー調査を実施した。インタ

ビューは2016年４月22日、施設長に対して行った。 

 

３ 事例 

(1)法人概要 

Ｅ．Ｇ．Ｆ（Easy Going Farm）は、2008年４月に山口

県萩市に開設されている。「やるき、のんき、こんき」を

合言葉に、2008年10月に就労継続支援Ｂ型事業所「のんき

な農場」を設立し、農業に取り組んでいる。現在、社会福

祉法人Ｅ．Ｇ．Ｆは、多機能型事業所「のんきな農場」

（定員：就労継続支援Ｂ型24名、就労移行支援６名）、

「のんきな農場阿武事業所」（就労継続支援Ｂ型20名）を

運営している。このほか、生活介護、自立訓練、共同生活

援助、短期入所、相談支援、日中一時支援、放課後等児童

デイサービスに関する事業を実施し、自主製品の販売を行

う販売所も運営している。 

職員数は、2016年４月１日現在43名である。利用者は、

知的障がい者、精神障がい者等、計73名である。 

障がい者が生産・加工した生産物売上の推移は、年々増

加しており、六次産業化ネットワーク事業が認可された

2015年度は、18,579,516円となっている。 

障がい者の月額平均工賃は、「のんきな農場阿武事業

所」で15,000円～30,000円、「のんきな農場」で5,000円

～10,000円を支払っている。 

(2)農業をはじめた経緯 

同会は、知的障がい者の就労支援をしていくなかで、二

次産業や三次産業では彼（彼女）らの能力を十分に発揮で

きていない現状を目の当たりにしてきた。しかし、農業で

あれば、以下のようなメリットが得られると考え、農業を

メインとした福祉事業所を立ち上げた。ひとつは、個々の

障がい程度、能力にあった作業環境を設定できることであ

る。もうひとつは、自然の中での労働は、最大の福祉的ケ

ア（生活リズムの確立、持続力、集中力、忍耐力の向上）

につながることである。 

Ｅ．Ｇ．Ｆは、設立当初から農業に取り組んでおり、す

べての作業を農業に関わるものに設定している。最初は、

地域住民から休耕田を借用し、落ち葉を集めて肥料を作る、

ライスセンターからもみ殻をもらってくるなど、作物の育

つ畑にするための土づくりからスタートした。すべての工

程で障がい者の特性を活かし、手間と手をかけて本物の物

作りを目指している。 

(3)活動内容 

「のんきな農場」は、イチゴ班、メロン班、受託班、販

売・加工班の４つの事業に分かれている。 

ア イチゴ班 

事業所近郊の農場に設置したハウスで、イチゴの高設栽

培、親株育苗、野菜苗、花苗の栽培を行っている。イチゴ

は、章姫イチゴによる有機栽培「わかば農法」を基本とし、

他にない特徴のある栽培方法でブランド化を図っている。

現在、栽培ハウス６棟、育苗用ハウス1棟で生産している。 

植物が本来持ち合わせる成長力を最大限に生かす環境を

整え、自然界に近い形で栽培を行い、化学肥料や化学農薬

に頼らない方法で、安心して食べられるイチゴづくりを念

頭に置いている。 

具体的には、大粒のイチゴを育てるため、余分な果実は

摘果される。そのため、収穫量は３分の１になるが、大き

さと味は通常の３倍となる。33グラム以上の厳選された果

実は、ギフトＢＯＸ（12粒入り）として2,500円で販売さ

れている。ギフトＢＯＸにわずかに届かなかった大粒のイ

チゴは、プレミアムパック（12粒入り）1,000円、通常の

パック（300g）は、700円で販売されており、同会の中心

作物としての役割を担っている。 

イ メロン班 

協力農家の借用地を利用し、アムスメロン、アールスメ

ロンを栽培している。メロンは、ブランド化を図る目的で
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栽培し、完全有機物肥料を使い、農薬の使用は最小限に抑

えている。温度管理、水分量の調整、芽かき、誘引、玉拭

き、除草等をはじめ、播種から収穫までの栽培管理を、手

間を惜しまず行い、品質向上に努めている。 

アムスメロン、アールスメロンは、空中栽培（１株に1

個のみ選果し、実の重みで枝が折れないよう、１つずつひ

もでつるす）で丁寧に育てられている。糖度14度以上の玉

のみギフトＢＯＸとして販売されている（アムスメロン２

玉セット（２Ｌサイズ：14ｃｍ相当）2,500円；アールス

メロン２玉セット（青肉系・赤肉系）5,000円）。 

ウ 受託班 

借用地（小川地区栗園）では、栗、柑橘類の栽培管理を

行っている。栗については、山口県原産の品種（岸根）を

中心に栽培し、他との差別化を図り、ブランド化を目指し

ている。草刈り、剪定等の管理作業を徹底して行い、栽培

に関するデータを集積、数値化し、栽培の技術を確立させ、

品質向上を目指している。 

柑橘類については、スイートスプリングを中心に栽培

し、製品化と品質向上を目指している。受託作業として

は、周辺地域の個人宅や企業周辺の清掃に出向き、建物周

辺等の管理作業（草刈り、花壇整備等）を受託し、定期的

に管理を行っている。 

利用者の支援については、個々の能力や特性を把握し、

それぞれに役割を持ってもらい、達成感と意欲の向上を目

指している。また、日々の作業にメリハリをつけ、行事で

の息抜きを交えながら、体力と気力の充実を図っている。 

エ 販売加工班 

(ｱ)販売 

 農産物、加工品の製造を受け、イベントや外部販売を計

画し、売り上げの確保と商品のＰＲを行っている。季節の

素材を定期的に組み込み、野菜、果物、加工品等の品数を、

年間を通して揃えることで、固定客を増やしている。毎年

新しい商品の開発に取り組み、顧客を飽きさせない戦略を

立てている。 

 販売計画は、年間、月間、週間の計画を立てて実施して

いる。道の駅たまがわ敷地内の法人店舗（販売所）を、Ｅ．

Ｇ．Ｆの中心拠点とし、情報発信、集客に努めている。販

売エリアは、山口県内、島根県内、広島県内、萩市内の各

中心部、企業、官公庁等に出向き、個人顧客を中心に販売

している。また、レストラン、菓子店と提携し、定期販売

先の確保に努めている。 

 利用者支援については、息抜きという点を考慮し、旅行

や祭などの行事や研修、レクリエーションを交え、日々の

作業とメリハリをつけている。 

(ｲ)加工 

事業所内の加工場２か所で、加工品の製造を行っている。 

小川加工場では、のんきな農場で採れた新鮮な野菜や果

物を一つひとつ丁寧に加工している。季節を通した食材の

扱い方や、蓄積された技術、昔から伝わってきた方法や知

恵を受け継ぐことにより、生きていくための力をつけてい

る。それらの知識を惣菜やお弁当に取り入れ、製造してい

る。 

江崎加工場では、のんきな農場で生産された果物を使用

し、和菓子、洋菓子、ジャム等を製造している。こだわり

の製法により生産された果物をふんだんに使用し、他との

差別化を図っている。また、食品添加物や保存料を極力使

用せず、素材の味を生かした商品開発、商品製造を行って

いる。このような中で四季折々の食材に触れ、毎年新たな

挑戦による商品を提供することの意味を学び、それを楽し

みながら心身ともに成長し、加工・販売に関わっていくこ

とを大切にしている。 

 阿武事業所では、六次産業化法で認定を受けた総合化事

業計画に基づいて農作物を栽培し、その素材を加工し、販

売している。 

生産班は、協力農家、農業法人から事業所近郊の露地畑、

ハウスを借用し、カット野菜の原材料を生産している。ほ

うれん草、小松菜、ブロッコリー、玉ねぎを中心に栽培し、

芋類（里芋、じゃがいも）やその他の野菜（かぼちゃ）に

も取り組んでいる。 

加工班は、事業所の加工場においてカット野菜の製造を

行っている。土作り、種まきからはじまり丁寧に育てた農

作物を、捨てるところなく最後まで大切に扱うことにより、

自然への感謝や協働の成果を感じることができる。 

販売は、農産物、加工品の製造を受け、学校給食会への

販売を主とし、売り上げの確保と商品のＰＲを行っている。

今まで市場の規格に合わず廃棄されていた農作物もカット

野菜として使用し、ゼロエミッションを目指している。ま

た、山口県産野菜を生産、加工、販売することにより、地

産地消の推進に貢献している。 

 

４ おわりに 

同法人の障がい者は、ほぼ毎日、圃場で活動しており、

農地の持ち主から管理の依頼が殺到している。遊休農地に

なる前に預けられているので、農地の管理ができている。

また、自然豊かな環境で農業に取り組むことで、障がい者

の問題行動が落ち着き、障がい程度区分の改善にも効果が

出ている。さらに、過疎地でありながら農福連携による取

り組みは、農業での事業性を確保できることもあり、市外

や県外からの就業者が増え、移住者も増えている。事業展

開することで雇用が確保でき、地元住民の働く場となり、

地域の発展に寄与しているといえるであろう。 
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障がい者就労支援のための農作業の取組継続要因と課題 
～福祉事業所の社会貢献視点から～ 

 
○石田 憲治（農研機構 農村工学研究部門） 

片山 千栄・鬼丸 竜治（農研機構 農村工学研究部門） 

島 武男（農研機構 九州沖縄農業研究センター）  濵川 雅夫・戸川 圭夫（社会福祉法人同仁会） 
 

１ はじめに ～報告のねらいと視点～ 

障がい者福祉制度の大きな転換となった2003年の支援費

制度の導入から十数年が経過し、この間、様々な課題の解

決が試みられ、2013年の障害者自立支援法から障害者総合

支援法への発展的改正を経て、「共生社会の実現」という

理念の担保が一層強化されたと認識される。 

厚生労働省の2016年度予算では、こうした法律の理念を

実現する諸施策推進の一環として、農業分野での障がい者

の就労促進について「農福連携」という用語とともに、積

極的に位置づけられた。農業と福祉の連携においては、地

域社会との良好な関係構築が特に重要である。 

 そこで、本報告では2015年に実施した全国の福祉事業所

における農作業の実態調査結果をもとに、農作業の取組を

継続している事業所では、農作業を通して近隣地域との関

係づくりを重視していることを示し、遊休農地の管理を通

した社会貢献の視点から、農作業による障がい者就労支援

の取組継続要因と課題について考察する。 

 

２ 全国の福祉事業所における農作業の取組実態 

 全国の福祉作業所の協力を得て、約3,000箇所の福祉事

業所等を対象に実施した農作業の取組実態調査によると、

回答のあった1,531事業所のうち、708事業所(46.3％)が農

作業に取り組んでおり［①］、現在中断しているが過去に

取り組んだ事業所が134(8.8％)あった［②］。約45％に相

当する689事業所では現在･過去とも農作業の取組はなかっ

た［③］。 

 このうち、農作業取組実績のある①②群について、農作

業の取組場所を整理すると、農家等からの借地が最も多く、

事業所の敷地内が次いで多く、他の選択肢との間に大差が

見られた（図１）。 

 

図１ 福祉事 業所における農作業の取組場所 

 

また、農作業に取り組む以前の土地利用については、最

多の回答が「畑」(58.2％)であるが、「荒廃農地」にも事

業所の28％が回答しており「水田」を凌いでいる。「その

他」には、荒れ地、藪など、もとは農地であったと推量さ

れる回答も多いことを勘案すると、放置しておけば荒れて

しまう高齢農家の農地などが有効活用されている実態が考

察される（図２）。 

 

 

図２ 農作業取組場所の取組以前の土地利用状況 

 

熊本県の社会福祉法人が運営する福祉事業所の事例では、

実際に遊休化した農地を高齢農家から借地して、米粉パン

の原料とするコメ、ソバ、露地野菜などを栽培している。

10,000㎡の面積を就労継続支援Ｂ型事業の利用者が主体と

なって栽培している。農作業の内容は季節により変動する

が、おおむね週に１～２回の農作業を行っている。圃場は

中山間地域の傾斜地で区画も狭小であるため、作業性は良

くない。福祉事業所が引き受けなければ、荒廃農地となっ

ていた可能性は高く、行政や地域農業者からの福祉事業所

に対する評価は極めて好意的である。 

農作業実態調査では、福祉事業所が農作業に取り組む目

的について複数選択で回答を求めた上で、最優先の目的に

ついて質問した。６項目に整理して示すと、工賃確保と利

用者の生きがい･達成感が大半を占めるが、全体の15％程

度の事業所では、農作業に取り組む最優先の目的として、

社会参加や交流など地域との関係性を重視していることが

わかる（図３）。そして、｢生きがい･達成感｣｢健康維持･

リハビリ･レク｣の項目では農作業を中断した事業所の回答

割合が高く、｢工賃確保｣｢就労活動準備｣では農作業を継続

している事業所の回答割合が高いことが指摘される。 

また、農作業の取組実績がある事業所の中断率を運営法

人の種類別に整理すると、国公営、社団･財団、社会福祉

法人、医療系法人、特定非営利活動法人、営利法人の順に

中断率が高く、必ずしも実際の取組継続年数の長短を反映
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するものではないが、単一時点の調査で比較すると、NPO

法人や営利企業が運営する福祉事業所での農作業取組の継

続割合が相対的に高い結果となっている。 

 

 

図３ 福祉事業所の農作業取組における最優先の目的 

 

 さらに、農作業の取組を継続している事業所と中断した

事業所の農作業を平均的な数値として定量化できる指標で

比較すると、取組継続中の事業所では、作業面積、作業時

間、週５回以上の頻度で農作業を行う割合が、中断事業所

に比べて相対的に大きいことが指摘される。参加する利用

者の人数は中断事業所の方がやや上回るが、職員の人数で

は継続事業所の方が上回ることも特徴である（表）。 

 

表 農作業取組に関する継続／中断事業所の比較 

:農作業に取組中
の事業所

過去に取組経験の
ある中断事業所

作業面積(㎡) 8,598 1,893
5回以上/週(%) 37.7 25.2
1回以上/週(%) 80.1 84.1
作業時間(分) 175 143

利用者人数(人) 7.41 8.54
職員人数(人) 2.32 2.07  

 

３ 福祉事業所における農作業の取組継続に向けた課題 

福祉事業所が農作業に取り組むねらいは複数かつ多岐に

わたるが、利用者の健康維持や社会参加による生きがいや

達成感の実現と、農産物の生産、加工、販売などで利用者

への工賃を確保して自立を支援することに主眼が置かれて

いる。そして、農作業に取り組みながら、個々の事業所の

実情に適した農作業の取組や運営方法を主体的に考えるこ

とが求められる。農作業の取組を継続している事業所では、

地域住民から声をかけられたり、応援されたりする機会が

多くなり、顔見知りが増え、農業理解も深まったと感じて

いる。そして、そのことが農地の借り易さや継続意欲に結

びつき、地域の農地保全の一翼を担っている実感にも繋

がっていると考察される（図４）。 

 図４の変化に関する選択肢の中で、「その他」に次いで

選択率の小さい「苦情減」も、選択した事業所の実数では

34であり、農作業を中断した事業所の選択実数２と比べる

と、地域の変化の感じ方に顕著な差があると判断される。 

 

 

図４ 農作業継続事業所が感じる地域との関わりの変化 

 

調査票の自由回答欄に寄せられた記述の中には、「農作

業を通して地域社会との関係づくりを図る」ことや「耕作

放棄地や遊休化している農地を管理することで社会貢献で

きる」ことへの明示的な言及が見られた。福祉事業所にお

ける農作業の取組では「大変な割には採算が取れない」こ

とへの焦燥感も多く指摘される反面、記述の多くからは、

販売できる収穫物の多寡や成否という生産活動の成果に囚

われない新しい「農作業の価値」形成への積極的な取組が

意識され始めていることが読み取れた。 

困難に直面しながらも農作業の持続的な取組に至る道筋

を模索してきた事業所に共通している点は、「自らの事業

所に適した農作業の取組と運営方法を確立する過程」と

「事業所の実情･環境に合わせて創意･工夫する過程」の２

つの局面を経験していることである。前者は、技術の習得、

種苗や肥料など資・機材の調達、収穫物の販路開拓に象徴

される。しかし、これらは研修機会の確保や公的助成を含

む支援と連携で克服できる可能性が大きい。これに対して

後者は、季節による周期的変動や天候への突発的対応、具

体的な栽培管理作業の時宜や好機と福祉事業所の日課やス

ケジュールとのマッチング、個々の利用者の体調不良がも

たらす職員の負担増大などが課題となる。これらは、事業

所の個別事情を踏まえて解決する必要があり、主体的な取

組が不可欠である。そのため、福祉事業所における農作業

の継続には、規模や立地環境など個々の事業所の特徴に適

合した農作業の取組や運営方法を確立し、農作業の取組を

通した地域社会との関係構築、遊休農地の管理による社会

貢献など、新しい農作業の価値づくりが期待される。 

 

【付記】 

調査の実施には厚生労働科学研究費補助金の助成を得た。 
【参考文献】 

石田ほか：障がい者就労支援の職域選択肢拡大における農作

業の潜在的需要､第23回職リハ研究･実践発表会発

表論文集､pp.82-83(2015) 

【連絡先】 

石田 憲治 農研機構農村工学研究部門 

e-mail：ishida@affrc.go.jp 
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経験や意向に応じた農作業の取組による障がい者の就労支援 
～福祉事業所での潜在的需要に着目して～ 

 

○片山 千栄（農研機構 農村工学研究部門） 

石田 憲治・鬼丸 竜治（農研機構 農村工学研究部門） 

島 武男（農研機構 九州沖縄農業研究センター）  濵川 雅夫・戸川 圭夫（社会福祉法人同仁会） 
 

１  はじめに 

農業分野における農作業を通した障がい者の就労支援は、

深刻化する農業の担い手不足と共生社会の実現を目指す福

祉施策の推進を背景に、過去10年程度の間にも少しずつで

はあるが着実に進んだと認識される。全国の福祉事業所を

対象とした農作業の取組実態調査の結果からも、回答の得

られた1,531の事業所の半数以上が農作業への取組経験を

有している1)。個々の障がい特性に合わせた農作業を担う

ことで、地域社会での役割を得て障がい者の自立を支援す

るしくみづくりの原形は、充分な作業道具や機械が普及す

る以前の農村に普通に見られた風景でもある。そして、多

くの障がい者の健康管理にとって屋外で自然に触れて活動

する農作業の有用性も高い。 

本報告では、働く場と暮らしの場を近接させやすい農業

分野の就労支援について、質問紙調査から考察される福祉

事業所での農作業の潜在的需要と農福連携の特徴的な事例

に着目して、経験や意向に応じた支援の方策を考察する。 

 

２ 福祉事業所を対象とした質問紙調査 

(1) 調査方法 

2015年７～10月にかけて実施した質問紙調査の対象は、

2014年時点で厚生労働省に登録されている全国の障がい者

支援施設や障がい福祉サービス提供事業所等（以下「福祉

事業所」という。）である。ただし、児童および重度心身

障がい者を対象とした事業所、サービス種別が居宅介護、

相談支援、短期入所のみの事業所を除き、各都道府県から

50～70件を目安に無作為抽出により選定した。調査票は、

約3,000箇所を対象に所属法人宛に郵送配布して、直接郵

送により回収した（有効回収率47.8％）。 

本報告では、農作業の取り組みの有無と実施状況、農作

業の中断経験のある福祉事業所の中断理由や再開意向のほ

か、支障事項について尋ねた結果を取り上げる。 

(2) 回答事業所の概要 

運営する法人種別をみると、社会福祉法人が最多で

72.6％を占めた。次いで特定非営利活動法人が18.3％、株

式会社3.7％、医療系の法人1.6％などであった。職員総数

規模別にみると、101～300人の区分に該当する法人が最も

多く（24.9％）、次いで11～30人（19.0％）、51～100人

（16.9％）、10人以下（15.2％）の順であった。 

 

(3)農作業の取り組み状況 

2015年春時点での全国の福祉事業所の取り組み状況は、

無回答の１件を除き、「農作業に取り組んでいる」708

（46.3%）事業所［①］、「以前は取り組んでいたが、現

在は取り組んでいない」134（8.8%）事業所［②］、「以

前も現在も取り組んでいない」688（44.9%）事業所［③］

であった。 

そして、現在農作業を行っていない事業所（②及び③）

のうち、147の事業所は｢条件さえ整えば農作業に取り組み

たい｣と回答している。「すぐにでも」もしくは「１～３

年以内に」取り組みたい事業所を含めると、現在取り組ん

でいない事業所のうち、20.9％の事業所においても、農作

業の潜在的な需要が見込まれることが考察される。 

 こうした福祉事業所における農作業の潜在的需要を裏付

けるように、自由記入欄には、「取り組みたいが取組方法

がわからない」、「時間や人的、社会的、経済的資源の制

約から取り組めていないが関心は高い」など、潜在的需要

を示唆する回答も存在する。また、今回の調査を契機に

「障がい福祉サービスに農作業という選択肢を意識させら

れた」という記述もあった。 

 

３ 潜在需要の存在と課題の解決方策 

(1) 農作業の取組における支障事項 

先述したとおり、福祉事業所での農作業に一定の潜在的

需要があることが明らかになったが、実際の取組に発展し

ない理由を解明する必要がある。現在、農作業の取り組み

を行っていない延べ822の事業所に、「その他」を含む18

の項目（図の左の記載参照）について、妨げになるか否か

を想定して３段階で回答を求めたところ、ほぼ半数の事業

所が「かなり妨げになる」と回答した項目は、｢指導人材

の不足｣、｢全体計画の立案人材不足｣、｢資金不足｣の３項

目で、｢田畑や施設の日常手入れ｣が次いで多かった。 

他方、「あまり妨げにならない」との回答の上位１～３

位は、｢リハビリ効果が不明確｣(57.7％)、｢施設内や周囲

の理解の欠如や不足｣(42.1％)、｢就職につながらない

[難]｣(38.0％)［注：下線部は図の項目略称に対応］で

あった。福祉事業所が農作業に取り組む場合、農地や年間

を通した作業の確保がネックになることがしばしば指摘さ

れるが、必ずしもそれらに限定されず、多様な支障事項が

存在することが明らかになった。このことは、農業者以外
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の主体が農地を借地しにくい制度的側面や季節変動が大き

い農業の特徴が、必ずしも就労支援に致命的な要因とは

なっていないことを示唆している。 

さらに、取組の支障事項の大きさを評価する回答につい

て、「かなり妨げになる」を２点、「妨げになる」を１点

とする加重平均値で農作業の取組経験の有無による相違を

比較すると(図)、支障要因としての認識の相違が一層明確

に把握される。取組経験の有無により、優先度の高い支援

方策も異なることが理解される。また、｢相談窓口｣、｢活

動場所｣、｢移動手段｣、｢資金不足｣、農作業に関する情報

の｢探索手段｣、などに関する障壁意識は未経験群で高く、

｢体調管理｣や｢ケガ対応｣に関する障壁意識は過去経験群で

高いことが認識される。これらの結果から福祉事業所に対

する｢農作業に関する情報の提供機会｣を頻繁に設けること

や人材の派遣、研修会の開催などの重要性が指摘される。 

 

(2) 農作業取組の中断理由 

農作業の取組を中断した134事業所のうち、112事業所か

ら回答を得た自由記述による中断理由の内容について、東

日本大震災の影響のような非常時の外的要因によるものを

除いて、①福祉、②農業、③福祉・農業の双方に関わるも

の、の３つに分類整理した(表)。 

 

福祉に関する記述では、利用者、福祉施設や職員、制度

等に関する内容が多く見られた。農業経験のある職員の配

置換えや退職による負担増、給食の外部委託による収穫物

利用機会の減少などを指摘するケースも複数みられた。 

農業に関する記述では、獣害、荒天や気候条件による作

業の難しさに加え、大規模化する地域農業ニーズの変化、

利用者のできる作業の減少などの記述が見られた。また、

農業側と福祉側双方の期待のギャップ、作業頻度や重労働

に対して収益が少ない点、生産性に関する記述があった。 

これらの記述内容から、利用者の体力や健康状態に合わ

せて少しずつ軽度の作業を再配分するノウハウと、負荷の

大きい作業を軽減するための技術開発などが期待される。

担当職員や指導人材の不足を機に中断されるケースが少な

くないことから、法人や事業所内部での経験の蓄積や継承

と研修や専門機関からの情報提供など、外部からの技術的

支援も重要であることが示唆される。 

 

４ 特徴的な農福連携事例にみる課題解決と支援方策 

以下では、農福連携現場での特徴的な知見を紹介する。 

調査票への自由記述には、障がい者が担える農作業が限ら

れ、就労支援に充分な作業量が見込めないという指摘も見

られた。長崎県の干拓地で展開される農業では、キャベツ

やタマネギを栽培する農地の区画が10ha規模のものも多い。

大規模な面積を利用して、作付時期をずらして単一作物を

栽培する農業経営体では、福祉事業所から数名の通年雇用

や収穫期の数ヶ月は10名規模での雇用も毎年継続的に見受

けられる。経営規模が拡大しても、作業工程や消費者対応

の観点から人手に頼ること

が効果的な作業も多く存在

することが見込まれ、近接

地域で複数の農家や法人か

ら同種の農作業を請け負う

ことにより、経営規模の小

さい地域にも適用可能な農

福連携の形態である(写真)。 

 また、加工品の販売やカフェの併設など、栽培管理作業

に留まらず加工部門や販売部門を一体的に運営しながら障

がい者の就労支援を図る取組の増加も見込まれる。熊本県

の福祉事業所の事例では、米粉パンの販売が順調であるた

め、高齢農家から管理を依頼される水田の活用が原材料の

確保に好都合である事情が活かされる。中山間地域で大型

の農作業機械に不向きな圃場では、畦の雑草管理など人手

を要する作業が多く、また小区画な圃場は休息をとりなが

ら農作業に取り組む時間的ユニットの構成に都合がよい。 
 
【付記】 
調査の実施には厚生労働科学研究費補助金の助成を得た。 

【参考文献】 
1) 片山ほか：アンケートによる全国調査からみた福祉事業所

における農作業の現状「農村計画学会春期大会学術研究発
表会要旨集」pp.16-17,（2016） 

【連絡先】 
片山 千栄  農研機構農村工学研究部門 
e-mail：chiek@affrc.go.jp 

干拓地の野菜畑 

分類 キーワード

①福祉に関する
記述

高齢化、重度化、希望者減
職員負担大、担当職員不足、作業内容の変更

定員や組織の変更、事務負担、地域移行、収穫物用途

②農業に関する
記述

獣害、雨天や高温時の作業の難しさ、利用者の作業選

択、苦言経験、地域農業のニーズとのミスマッチ
農地の返却要請、地代の負担感、移動距離、トイレなど

の設備や作業環境、高齢化、体調不良、離農

③福祉農業の双
方に関わる記述

農作業の生産性、作業頻度・重労働と収益に関する期
待のミスマッチ

表 自由記述による回答内容のキーワード 

図 農作業取組経験の有無別にみた支障事項の評価 
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